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学 37 巻１号 366 頁・同 39 巻３号 212 頁が既に検討を始めており，今後の展
開が予定されている。
　なお，今大会も，金鉉善，金旼姝，朴淸日の三氏に大変お世話になった。
























行説が対立する。従来の通説・判例（大法院 1995.6.30 宣告 94 ダ 23920 判決，















2004.7.22 宣告 2002 ダ 51586 判決）。ところが，その汚染された土壌が転々譲
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管理法（1991 年３月８日法律第 4363 号として全部改正された後 2007 年１月
19 日法律第 8260 号として改正される前のもの，以下同じ。）に基づく処理の






















（大法院 2002.10.22 宣告 2002 ダ 46331 判決参照）。





























は，1973 年頃からソウル九老区（住所省略）など 30 余筆 35,011 ㎡（以下「本





1993 年 12 月 21 日に被告起亜自動車株式会社（原告の被告セアベスチールに
対する請求につき原告補助参加人の地位にある。以下「被告起亜自動車」と
いう。）及び株式会社起産（以下「起産」という。）に本件売買敷地中の各 1/2
持分を譲渡して，1993 年 12 月 30 日に各所有権移転登記を完了した。











新築・分譲事業を「本件事業」という。），2001 年 12 月 17 日に LG投資証券
から本件売買敷地中の 1/2 持分を，2002 年２月 15 日に被告起亜自動車から
本件売買敷地中の 1/2 持分をそれぞれ譲り受けて，2002 年７月９日に本件売
買敷地の所有権移転登記を完了した後，2004 年 10 月 11 日に韓国資産信託株
式会社に信託し，同じ頃に本件市・国有地も譲り受けて所有権移転登記を完
了した後，上記会社に信託した。












及び廃棄物等ついては 2005 年３月 24 日に，そのうちの道路の敷地に存在す
るものについては 2007 年１月 25 日に，そのうちの公園の敷地に存在するも





































告 2004 ダ 71881 判決等参照），現実的に損害が発生したかどうかは，社会通
念に照らして客観的かつ合理的に判断しなければならない（大法院 2003.4.8
宣告 2000 ダ 53038 判決等参照）。
　原審は，（1）土地取得者が汚染事実を発見してこれを除去しなければなら










年 12 月 17 日から順次に本件敷地を譲り受け本件敷地に関する地盤調査を実
施することによって本件敷地の地下の現況を把握した以後であるので，その






































ければならない（大法院 2005.5.27 宣告 2004 ダ 60065 判決，大法院 2007.9.20
宣告 2006 ダ 15816 判決等参照）。ただし，この場合において，文言の客観的
な意味が明確なときは，特別な事情がない限り，文言通りの意思表示の存在
及び内容を認めなければならない（大法院 2002.5.24 宣告 2000 ダ 72572 判決，
大法院 2012.11.29 宣告 2012 ダ 44471 判決等参照）。そして，当事者の一方が



























































































とは違法である（大法院 1982.7.13 宣告 81 ダカ 1120 判決，大法院 1998.7.24






































で 1973 年頃から 20年間鋳物製造工場を運営しながら土壌汚染を発生させて，
1993 年頃に上記の工場の撤去過程で廃棄物を不法に埋め立て，1993 年 12 月
頃に本件敷地中の自己所有である本件売買敷地の 1/2 持分ずつを起産と被告
起亜自動車に譲渡し，起産が取得した上記の 1/2 持分は株式会社韓国投資信
託を経て LG投資証券に移転され，原告は，本件売買敷地の 1/2 持分を 2001
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ともある」としているが，これも首肯しがたい。
　多数意見が上記のような主張の根拠として挙げている大法院 2002.10.22 宣















































































































































































































を明らかにしてきた（大法院 2003.4.8 宣告 2000 ダ 53038 判決，大法院











































































































































































記の補足意見で述べている大法院 2009.9.24 宣告 2009 ダ 15602 判決等におい
ても，附合の可否を判断するときには，上記のような付着・合体の程度のほ
かに，附合される動産が独立した経済的効用を持って取引上別個の所有権の





















































1973 年頃から鋳物製造工場を運営しながら土壌汚染を発生させて 1993 年 12
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月頃に本件敷地中の自己所有である本件売買敷地の 1/2 持分ずつを起産と被
告起亜自動車に譲渡して所有権移転登記を完了し，原告は，その後本件売買
敷地を転々して取得した。ところが，2001 年３月 28 日法律第 6452 号として
改正され 2002 年１月１日から施行された旧土壌環境保全法第 23 条ではじめ
て汚染原因者の汚染土壌の浄化義務が規定され，2004 年 12 月 31 日法律第
7291 号として改正され 2005 年７月１日から施行された旧土壌環境保全法で















行使すべきであると一貫して判示してきた（大法院 1966.1.31 宣告 65 ダ 218
判決，大法院 1997.9.5 宣告 95 ダ 51182 判決，大法院 2003.3.28 宣告 2003 ダ
5917 判決，大法院 2007.9.20 宣告 2005 ダ 54951 判決，大法院 2011.7.14 宣告
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訴えが提起される頃には，既に 10 年が過ぎてその消滅時効は完成したといえ
よう。
う．そもそも，土壌汚染又は廃棄物の埋め立てにより他人の生命又は身体，
健康等に被害を生じさせた場合には，旧土壌環境保全法第 10 条の３第１項に
よる責任又は民法上の不法行為が成立し，その損害が発生したときから消滅
時効が進行されるという点については，疑問の余地がない。本件において，
問題になった原告の汚染土壌の浄化費用又は廃棄物の処理費用という損害
は，売買の対象である土地そのものに生じた財産上の損害であって，このよ
うな損害は，旧土壌環境保全法第 10 条の３第１項の「被害」に含まれない。
したがって，土地所有者が土壌が汚染され又は廃棄物が埋め立てられた土地
を流通させた行為によって他人の生命若しくは身体，健康又は売買の対象の
土地でない他人の他の財産等に被害が発生した場合と，売買の対象である土
地そのものに対する汚染土壌の浄化費用又は廃棄物の処理費用のような財産
上の損害が発生しただけの場合を区別する必要があり，本件は後者に該当す
るので，後者に限定して不法行為責任が成立するかどうかを確認しなければ
ならない。ところが，多数意見は，原告の汚染土壌の浄化費用又は廃棄物の
処理費用を旧土壌環境保全法第 10 条の３第１項の「被害」賠償義務と区別し
て議論しながらも，その説示のような新しい類型の不法行為理論を通じて，
結果的に汚染土壌の浄化費用はもちろん廃棄物の処理費用まで，上記の「被
害」に該当するものと同じ結論を導き出すに至った。環境汚染・破壊につい
て責任を強化する必要があることはいうまでもなく，旧土壌環境保全法第 10
条の３もそのような傾向を反映する規定であることはもちろんである。しか
しながら，不法行為責任は，不特定多数人の間で問題となる一般的な責任で
あるという点からその責任を認めるには慎重を要する。したがって，環境汚
染・破壊に関する不法行為責任を認めるにも，一定の限界があるしかなく，
これをむやみに拡大することは困難である。多数意見は，環境汚染・破壊に
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ついて厳重な責任を問おうとする目的に執着して実定法の解釈はもちろん，
不法行為理論及び全体の法体系に合わない無理な法理を構成したと思われ
る。
　上記のように，反対意見に関する補足意見を明確にする。
 （金鉉善）
